
東日本大震災の復興を妨げるＴＰＰ推進に反対する請願

③議論以前の問題として、TPP規約の邦訳を早期に作成し、広く国内に公開せよ

　　　　

請願の目的 ～東日本大震災からの復興のために

東日本大震災により、東北地方などの農業・漁業は大ダメージを受けました。この状況
で、農産物などの自由化であるＴＰＰを推進することは、震災復興の大きな妨げとなっ
てしまうでしょう。日本は今、震災からの復興と全国の防災に注力すべき時期であり、
ＴＰＰなどの自由化を推進することは間違っています。

TPPに対し、安易な参加が議論されているが、これは国民生活を激変させるもので
ある。農業が議論の俎上にあがることが多いが、実に多分野に渡る「自由化」で
あり、軽々と結論を出すべきではない。国民生活を激変させるTPPへの無責任な
参加に反対する。
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署名簿は自筆・ボールペンで記入してください。未成年・外国籍の方も請願可能です。
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紹介議員一覧 国会法に基づく請願であり、紹介議員が必要となります。

②震災復興に特化し、国内産業の復興に全国力を注ぐこと

高市早苗 （奈良二区　衆議院議員）

世界最大の小麦輸入国であるエジプトは、穀物供給を外国（ロシアなど）からの輸入に頼り、ロシアが天
候不順で輸出を禁止した結果、穀物価格が数倍にまで跳ね上がってしまった。ムバラク政権崩壊の一因は、
穀物価格の急騰なのである。
農産物の供給とは、単純なビジネスの問題ではなく、国民の安全保障の問題なのである。

国家にとっての穀物供給の重要性

震災被害からの復興を急務とする今、国の在り方を変えかねないＴＰＰについて、政府が情報を
オープンにせず、「平成の開国」などとフレーズ先行で推進することは、決して看過することが
できない。

TPPに反対する理由 ～TPPに危機を感じるのはなぜか？

SNS-FreeJapan

http://sns-freejapan.jp/
政治を語る国民の集い

国民の財産を守り、豊かな生活を送るため是非とも必要だと思います。
ご賛同いただけるかたの署名をお願い致します。

製作・著作　㈱カウンターカルチャー  ㈹小坪慎也
SNS-Free Japan 請願部 企画三課

　　　　

※ 署名簿は大切な個人情報です。代表して集めた方・団体は取り扱いに
　 注意してください。また署名簿は目的以外には使用できません。
　 記入済みの署名簿は、「請願書在中」と書き郵送にて送付してください。

　 （お手数ですが切手を貼って投函願います）

※　追加で請願書が必要な場合は、下記URLよりダウロードできます。進捗報告・詳細説明も兼ねています。
　　その他にも国民の利益を考えた請願を掲示しており、議論・提案も可能です。是非アクセスしてみてください。

請願書送付先

東京都千代田区神田平河町１番地
〒101-0027

三橋貴明事務所(請願書在中)

①震災により疲弊した国民生活を、さらに激変させるTPP参加に反対する

問題は、上記のような情報が開示されないまま、かつ詳細が不明な部分が多いにも関わ
らず、「平成の開国」というフレーズ先行で政権が話を進めていることです。

第三東ビル５階５０１-２５

推進派の前原氏（前外務大臣）は「農業は日本のＧＤＰ（経済規模）の１．５％にすぎない」
と発言したが、反対派の三橋氏（経済評論家）は利益を得るであろう耐久消費財（家電、自動
車など）の輸出総額にしても、日本のＧＤＰの１．６％程度の規模にすぎないと反論している。

経済発展のまやかし ～農家を犠牲にして得られる経済的メリットはごくわずか

ＧＤＰのわずか１．６％の輸出の拡大と引き換えに、外国産の安価な農産物に日本市場が席巻され、
国の基本たる農業が立ち行かなくなることは看過することはできない。

日本の農業とは「育てる農業」である。例えば関東ローム層を三百年に渡り開墾し農地にしてみせた。
「現在」という短期的なスパンで考えるものではなく、三世代、四世代に渡って土地を守り、それが
治水となり防災となるのが農業である。安易に見た目上の数字のみで損か得かを考えるのはナンセン
スなのだ。大規模ビジネス農家も否定はしないが、国土の守り人としての農業を再度見つめ直す必要
がある。少なくとも海外との全面自由化は、定量化できない側面においても著しいデメリットがある。

TPP問題の概略（作家・経済評論家　三橋貴明）

「農業」対「製造業」ばかりが議論されますが、 TPPの作業部会は２４にも渡っており、それぞれ２４分の１にすぎません。非常に
広範囲な国際条約なのです。しかも、アメリカは作業部会に「投資」と「金融」を追加しました。「投資の自由化」は、国家の主
権に関わるためＷＴＯでさえ対象外としてきた項目です。投資が自由化され、非関税障壁が撤廃されると、農地、水源など、
安全保障上も問題になる資産へ外国の企業が投資可能になってしまうからです。
日本の穀物自給率はわずか２６％。先進国の中で、穀物自給率が九割未満なのは日本しかありません。日本は「りんご」な
どの贅沢品を輸出すればいいと言いますが、アメリカは日本の「贅沢品」が輸入できなくなっても困りません。逆に、アメリカが「必
需品」の穀物を輸出してくれなくなれば、日本国民はたちまち飢えることになります。

古屋圭司 （岐阜五区　衆議院議員） 西田昌司 （京都府選挙区　参議院議員）

野村哲郎 （鹿児島県選挙区　参議院議員）

山田俊男 （全国比例　参議院議員）

衛藤晟一 （全国比例　参議院議員）


